


は じ め に

近年、全国的に人口減少や高齢化、社会構造の変化

などを背景に、使用されずに放置されている空家等が

増加し、大きな社会問題となっております。

とりわけ、適正な管理がなされていない空家等につ

いては、防犯、防火、衛生、景観などの面において、

地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす懸念があり

ます。

こうした状況の中、下妻市では平成２５年１０月に「下妻市空き家等の適正管理

に関する条例」を施行し、空家等の問題に取り組んでまいりました。

しかしながら、空家等については、今後も益々増加する事が予想され、問題が一

層深刻化する懸念があることなどから、本市における空家等対策を総合的かつ計画

的に実施するため、「空家等対策の推進に関する特別法」に基づき、本計画を策定い

たしました。

この計画では、「空家等発生の抑制」「空家等対策基盤の整備」「適正な管理の推進

及び空家等解消の促進」「管理不全空家等の対策」「空家等利活用の促進」を柱に、

空家等対策に関する様々な施策を展開し、安全・安心で快適に暮らせるまちづくり

を目指します。

本計画の策定にあたりまして、下妻市空家等対策協議会の委員の皆様をはじめ、

ご協力いただきました関係各位に対しまして、心から感謝申し上げますとともに、

今後とも本計画の推進に対しまして。皆様方のなお一層のご理解とご協力を賜りま

すようお願い申し上げます。

令和４年１０月

下妻市⾧ 菊 池 博
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第１章 空家等対策計画の趣旨

第１節 計画策定の背景と目的

近年、人口減少や高齢化、核家族化の進行、社会構造の変化などにより全国的に使用されてい

ない住宅やその他の建物、いわゆる「空家等」が年々増加しています。

総務省が実施している「住宅・土地統計調査」によると、下妻市の空家等件数は、平成 30 年時

調査において、平成 15 年時調査のおよそ 2 倍にあたる 2,810 戸となっており、大きな増加を示し

ています。

これらの空家等の中には、適切な管理が行われないまま放置され、防火・防犯上の危険や倒壊

の恐れ、公衆衛生の悪化、景観の阻害などを発生させ、地域の住環境に影響を及ぼしているもの

もあり、このような適正に管理されていない空家等の増加に伴い、問題が一層深刻化することが

懸念されます。

こうした状況を背景に、下妻市では平成 25 年 10 月に「下妻市空き家等の適正管理に関する条

例」（以下「条例」という）を施行し、適正に管理されていない空家等の所有者に対し助言・指導

等を実施し、適正な管理の促進を図ってきました。

国においても、平成 27 年 5 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」という）

を全面施行し、市町村は空家等対策計画の作成や計画に基づく対策の実施等を適切に講ずるよう

努めるものとしています。

これらを踏まえ、法及び条令に基づき、市民が安全・安心で快適に暮らすことができる生活環

境を保護するとともに、空家等の利活用を促進し、本市の活性化を図ることを目的に「下妻市空

家等対策計画」を策定するものです。

⾧期間管理されず、老朽化が進んだ空家等
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＜住宅総数と空家等件数の推移＞

【総務省 住宅・土地統計調査】

※1 平成 15 年時の調査件数は、旧千代川村の空家等件数を含まない
※2 二次的住宅とは普段住んでいる住宅とは別の仕事の都合等で寝泊まりするだけの住宅や別荘等

＜住宅１００件当たりの空家等件数の推移＞

【総務省 住宅・土地統計調査（賃貸用、売買用、二次的住宅を除いた「その他の住宅」の空家数）】
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第２節 用語の定義

本計画における「空家等」、「特定空家等」、「所有者等」及び「管理不全な状態」については、

「空家等対策の推進に関する特別措置法」及び「下妻市空き家等の適正管理に関する条例」の

規定に基づき、次のとおりとします。

・空家等

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態で

あるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公

共団体が所有し、又は管理するものを除く。

・特定空家等

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている

状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。

・所有者等

空家等の所有者又は管理者

・管理不全空家等

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当する

こととなるおそれのある状態の空家等をいう。

なお、本計画における「空家等」・「空き家（等）」の表記については、「空家等対策の推進に関す

る特別措置法」に従い、送り仮名を付けずに「空家等」としますが、「空き家バンク制度」、「下妻

市空き家等の適正管理に関する条例」、「空き家に関する調査・アンケート」、その他の統計調査等、

固有名詞に「空き家（等）」の表記が使用されているものに関しては、そのまま「空き家（等）」の

表記を用いることとします。
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＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

＜下妻市空き家等の適正管理に関する条例（抜粋）＞

(定義)
第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他
の土地に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は
管理するものを除く。

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上
危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な
管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活
環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等
をいう。

(空家等の所有者等の責務)
第五条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団
体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。

(適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置)
第十三条 市町村⾧は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置

すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、
当該状態にあると認められる空家等(以下「管理不全空家等」という。)の所有者等に
対し、基本指針(第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。)に即し、当該
管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な
措置をとるよう指導をすることができる。

(定義)
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。
(1) 空き家等 市内に所在する建築物で、常時無人の状態にあるもの及びその敷地

をいう。
(2) 管理不全な状態 次に掲げる状態をいう。

ア 建築物が倒壊し、若しくはその建築材料が飛散すること又は立木が倒れ、若し
くはその枝が飛散することにより、人の生命若しくは身体又は財産に被害を及ぼ
すおそれがある状態

イ 不特定の者が侵入すること又は雑草等が生い茂り、若しくは枯れたまま放置さ
れていることにより、火災又は犯罪が誘発されるおそれがある状態

(3) 所有者等 空き家等を所有し、又は管理する者をいう。
(4) 市民等 市内に居住し、滞在し、通勤し、若しくは通学する者又は市内に所在

する建築物若しくは土地を所有し、若しくは管理する者をいう。
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第３節 計画の位置づけ

本計画は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」第７条第１項に規定する「空家等対策計画」

として策定するものです。

また、本計画は「下妻市総合計画」及び「下妻市国土強靭化地域計画」を上位計画とし、「下妻

市環境基本計画」等の関連する計画と整合を図りながら、「下妻市空き家等の適正管理に関する条

例」を踏まえた内容とします。

なお、本市においてはＳＤＧｓ(※）の達成に資する施策を推進するため、本計画ではＳＤＧｓ

で掲げる 17 の目標の内、「11 住み続けられるまちづくりを」及び「12 つくる責任 つかう責任」

の２つの目標について取り組むこととし、持続可能な世界の実現に寄与することを目指します。

※ＳＤＧｓとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であり、経済、
社会及び環境の３つの側面のバランスがとれた社会を目指す世界共通の目標として、17 の目標
とその課題ごとに設定された 169 の達成基準から構成されています。

＜計画の位置づけ＞

国
空家等対策の推進に関する特別措置法

市

下妻市空家等

対策計画

上位計画

下妻市総合計画

下妻市国土強靭化
地域計画

関連計画

下妻市環境基本計画

下妻市都市計画
マスタープラン

下妻市まち・ひと・
しごと創生 総合戦略

下妻市空き家等の
適正管理に関する条例

目標 11

住み続けられる

まちづくりを

目標 12

つくる責任

つかう責任
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第２章 空家等の現状と課題

第１節 下妻市の人口と世帯数

下妻市の人口は、昭和 45 年に 3 万 5,512 人でしたが、第二次ベビーブームや⾧寿化などを背景

に増加をたどり、平成 12 年にピークを迎え 4 万 6,544 人にまで達しましたが、以後、人口減少に

転じ、令和 3 年４月には 4 万 1,456 人となり、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別

将来推計人口」によると、2060 年には 2 万 5 千人程度まで減少すると推計されます。

年齢区分別人口推移についても、年少人口・生産年齢人口が引き続き減少し、少子高齢化が加

速すると推計されています。

人口が減少傾向となっていることに対し、１世帯当たりの人員減少により世帯数は年々増加し

ており、昭和 35 年時に１世帯当たり 5 人以上であったものが平成 27 年には 3 人を割り込むまで

減少しています。これは、核家族化の進行や生涯未婚率の増加、世代ごとに別の家に住むように

ライフスタイルが変化していることなどの社会構造の変化が大きな要因となっています。

これらを反映し、高齢者のみで構成される世帯数は年々増加の一途をたどっており、65 歳以上

の高齢者のみで構成される世帯の数は、平成 23 年から令和 3 年までの 10 年間で 84.9％増加し、

令和 3 年 4 月時点で、3,776 世帯となっています。

＜下妻市の人口と世帯数の推移＞

【総務省 国勢調査 平成 17 年以前については、旧千代川村の人口・世帯数を含んだ数値】
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＜年齢区分別人口の推移（実績及び推計）＞

【2000 年～2015 年については総務省の国勢調査によるもの。2020 年以降については
国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」による推計値】

＜高齢者のみで構成される世帯数の推移＞

※平成 23 年 4 月、平成 28 年 4 月、令和 3 年 4 月の住民基本台帳から施設入所者等を除いて算出
※それぞれの世帯数は、より年齢が上の世帯員のみで構成される世帯数を全て含んだ数値
※上記の世帯数には、生計が別のため別世帯となっている等の理由で、同じ住宅内に子世帯

が一緒に住んでいるケース等も含まれる
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第２節 下妻市内の空家等の状況

（１）下妻市の空家等対策の状況

下妻市では、平成 24 年に自治区⾧を通して市内全域の空家等の調査を行い、報告のあった 254

件の空家等について、その所在や管理状況等の把握を行いました。

その後、平成 25 年に市条例を制定し、地域住民などからの苦情や相談、関係部署・機関等から

の情報提供等があった 198 件の空家等を空家等対策の対象に加えながら管理状況等の調査を行い、

適正な管理がなされていない空家等については、所有者等に対して、相談や情報提供等の支援、

適正な管理を促す助言・指導等、様々な空家等対策を実施しています。

このような空家等対策の実施により、令和３年度までに、114 件が除却により、また 54 件が入

居や売却などにより空家等が解消されました。

残る 284 件の空家等のうち、155 件については、現在、適正に管理されていますが、残る 129

件については、依然として適正な管理がなされておらず、継続的に現地調査や助言・指導等を実

施しています。

近年の適正に管理されていない空家等の件数については、新たに寄せられる苦情・相談件数が

解消件数を上回っているため、年々増加している傾向にあります。

特に、相続手続きがなされておらず、相続人が多人数であるケースや相続協議が難航している

ケース、相続人が相続放棄を行ったケース等では、問題の解決が困難なものが多く、適正に管理

されていない空家等増加の一因となっています。

空家等に対する苦情・相談等の内容については、「雑草の繁茂に関する苦情」や「庭木の枝や葉

が境界を越えてきたものに関する苦情」が圧倒的に多く、全体の約半数を占めており、「家屋等の

危険に関する苦情」や「害虫の発生・動物の住み着きに関する苦情」が続きます。

特に雑草や庭木の繁茂については、助言や指導等により除草などの対応がなされ、一時的に管

理不全が解消されるケースもありますが、継続的な除草などが実施されない場合には、再度管理

不全に陥ってしまうため、管理不全が解消された場合についても、１年程度経過を観察し、継続

的な適正管理がなされているか確認を行っています。

＜苦情や相談、情報提供等により空家等対策を実施した空家等の件数＞

※平成 24 年～27 年の新規空家等件数は、平成 24 年の自治区⾧による調査によって報告された件数
に平成 27 年度までの苦情・相談等による新規分を加えたもの

※集計の月日は年により異なる。新規の空き家件数については前回統計からの差分を計上
※令和 3 年に入居による解消件数が急増しているのは、全域的な入居確認を実施したことによる

項 目 平成 24 年
～27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年

新規の空家等件数 290 件 41 件 1 件 22 件 18 件 7 件 73 件

撤去された空家等件数 58 件 11 件 6 件 8 件 13 件 9 件 ９件

入居等により空家等が
解消された件数 16 件 0 件 0 件 2 件 1 件 0 件 35 件

空家等件数 216 件 246 件 241 件 253 件 257 件 255 件 284 件

内
訳

適正な管理がなさ
れている空家 124 件 131 件 137 件 141 件 143 件 143 件 155 件

適正な管理がなさ
れていない空家 92 件 115 件 104 件 112 件 114 件 112 件 129 件
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＜市で空家等対策を実施した空家等件数の推移＞

【令和 3 年 3 月 31 日時点】

＜空家に関する苦情・相談等の内容＞

※平成 30 年度～令和元年度に下妻市内の空家等について相談・苦情のあった件数

124 131 137 141 143 143 152

92
115 104 112 114 112

129

0

50

100

150

200

250

300

平成24年

～27年

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年

適正な管理がなされている空家等 管理不全となっている空家等

庭木・雑草の繁茂
 99件 55%

屋根､外壁等の落下や
塀の倒壊等の危険

 38件 21%

害虫等の発生・
動物の住着き
 14件 8%

空家の管理・
取壊しの相談
 10件 5%

ゴミなどの放置､
不法投棄､異臭

 6件 3%

家屋倒壊の危険
 5件 3%

不審者侵入等
防犯上の危険
 4件 2%

相続等その他空家
に関する相談
 4件 2%

放火等防火上の危険
 1件 1%
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第３節 「空き家に関する調査・アンケート」の実施

①「空き家に関する調査・アンケート」の目的

下妻市では空家等が解消されたものも含め、平成 24 年から令和３年までに 452 件の空家等

を確認し、管理状況の確認や適正に管理されていない空家等に対する助言や指導などを実施し

てきました。

しかし、総務省で５年おきに実施している「住宅・土地統計調査」の平成 30 年時調査での下

妻市内の一般住宅の空き家数（賃貸用・売却用や二次的住宅を除外した「その他の住宅」）は 1,020

戸となっており、市で把握している空家等の数と大きな乖離が見られることなどから、市内の

空家等の実数やその所在、管理状況などを把握するため、令和３年 3 月に「下妻市空き家調査

並びにアンケート」を実施しました。

＜下妻市で確認している空家等の件数及び対策を実施した件数＞

【令和 3 年 3 月 31 日時点】

②「空き家に関する調査・アンケート」の概要

・調査区域 下妻市内全域

・調査期間 令和 3 年 3 月 10 日から令和 3 年 4 月 30 日まで

・調査対象 税情報の住宅データと住民基本台帳データの住所を突合し「住民票の置かれて

いない地番に建てられている住宅」の抽出を行い、更に住宅の所有者の住所や

航空写真から居住者がいると思われるものを除外した 605 件の住宅

・調査方法 住宅の所有者や相続人に対し、調査依頼、回答用紙、返信用封筒を郵送

※相続放棄などの理由により調査票の送付ができなかった 32 件及び未回答の 161 件、現在居住者
がいないと回答された 261 件については、現地調査による管理状況等の確認を実施。

地 区
項 目 下 妻 大 宝 騰波ノ江 上 妻 総 上 豊加美 高道祖 蚕 飼 宗 道 大 形 合 計

平成 24 年度実施の空き家
調査で確認された件数 98 24 10 34 12 9 22 3 18 24 254

平成 25 年～令和 3 年 3 月に
苦情や相談、情報提供など
で新たに確認された件数

50 21 11 19 12 9 22 4 22 28 198

令和３年 3 月までに対策を
実施した件数
（上記 2 項目の合計）

148 45 21 53 24 18 44 7 40 52 452

うち､入居や除却などに
より空家等ではなくなっ
た件数

55 16 7 24 9 5 17 1 14 20 168

うち､適正に管理されて
いる空家等の件数 66 14 5 19 9 7 10 6 10 9 155

うち､管理不全となって
いる空家等の件数 27 15 9 10 6 6 17 0 16 23 129
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③調査内容

本調査の目的である「空家等の把握のための調査」に併せ、所有者の意向等に関するアンケ

ート項目を設けました。

調査・アンケートの内容については、資料編「資料７ 空き家に関する調査・アンケート回答

用紙」のとおりとなっています。

④調査結果

・調査対象件数 ６０５件

・調査回答件数

・調査により新たに確認された空家等の件数

・調査回答又は現地調査により空家等ではなかったものの利用内容

回答件数（郵送によるもの） ３９３件

電話、又は来庁による回答
（空き家か否かのみを聴き取りし、アンケートは未実施） １９件

相続放棄等により所有者が特定できないもの、
宛てどころ不在のため送付できないもの ３２件

未回答 １６１件

アンケート回収率 ６５.０％

調査回答により空家等であることが判明した件数
（常住している者のいない住宅を含む) ２５４件

現地調査により空家等であることが判明した件数 ８３件

現地調査中の情報等により新たに確認された空家等の数 ７件

この度の調査で新たに確認された空家等の件数の合計 ３４４件

うち、概ね管理されている空家等の数 ２４５件

うち、管理不全となっている空家等の数 ９９件

居住者がおり、住居として利用されているもの １９６件

店舗や事業利用の倉庫等として使用されているもの ３３件

既に除却済みであったもの １９件

その他（売却済み等） ２０件

合 計 ２６８件
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⑤アンケート項目の集計結果（回答件数 ３９３件）

問１．当該家屋に使用実態があるか

現在居住している者がいなくても、物置やセカンドハウスなどで使用しているという

回答が多く見られましたが、年１回程度の利用などの極端に利用頻度が低いケースが多

く見られたため、現在居住者のいない住宅については、全て②の「空き家となっている」

として計上しました。

問２．当該住宅の使用内容（問１で①の「空き家ではない」と回答した方のみ）

今回の調査では､住民票の登録のない地番に所在している住宅を対象としていますが､

住民票を異動せずに居住している場合や、住民票を住居の存在する地番とは異なる地番

で登録しているなどの理由で、92 件 37%に居住者がいることが確認されました。

また、「自宅とは別に時々滞在するセカンドハウス」としての利用や「物置・倉庫」

などの利用があるといった回答が 113 件 44％を占めましたが、コメント欄等により、

年 1 回程度の来訪や、亡くなった居住者の遺品を置いているといった、実質的には空家

等であると思われるものが多く見られました。

①何らかの使
用実態がある
（空き家では

ない）
 139件 

35%

①所有者や相続人等
が居住している
 69件 27%

④居住以外の用途と
して使用している 

40件 16%

⑤店舗や事務所、
倉庫等として事業
等で使用している 

27件 10%

⑥その他 27件 10%

②他の方に貸していて
居住者がいる
 23件 9%
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問３．空き家となった理由（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

「居住者が死亡したため（相続等での取得）」が 67 件 49%と最も多く、「新居の取得

や転居のため」が 32 件 23%と続きます。

令和元年に国土交通省で実施した「空き家所有者実態調査」においても、空家等の取

得理由では、相続による取得が 54.6%と最も多く、同様の傾向を示しています。

このことから、複数世代が１件の家に住むことが少なくなり、世代ごとに別の家に

住むようなライフスタイルに変化してきたことが、空家等増加の一因と考えられます。

問４．空き家の状態（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

「老朽化や破損のため利用は難しい」という回答が、67 件 51％となっており、「直ぐ

に利用可能」や「多少の修繕で利用可能」の回答を上回る結果となっています。

このことから、利用することが難しいにも関わらず、除却されていない空家等が数多

く現存していると言えます。

また、「相続､権利などの問題で利用できない」との回答も 19 件 15%となっており、

これらの中には、権利上の問題から修繕や管理を行う事ができないケースもあるため、

適正に管理されていない空家等となることが心配されます。

①新居の取得
や転居のため 
32件 23%

④売却・貸出を
希望している 
19件 14%

②転勤や入院に
より⾧期間不在 

7件 5%

⑥その他 7件 5% ⑤事業等で利用していたが、
現在は使用していないため 

5件 4%

①すぐに居住や
事業で利用可能 

32件 25%

④相続、権利などの
問題で利用できない 

19件 15%

②多少の修繕は
必要だが利用可能 

7件 5%

⑤その他 5件 4%
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問５．今後の予定（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

「⑤売却したい」が 45 件 35%で一番多く、次いで「①取壊しの予定（取壊したい）」

が 30 件 24%となっており、「②所有者や相続人が居住する予定」12 件 9%や「③住宅以

外の用途で利用したい」5 件 4%よりも多いことから、利用する予定はないが、売却や

除却に至らず、残存している空き家が多いことが推測されます。

「①取壊しの予定（取壊したい）」と回答した方には併せて、「まだ取壊していない理

由」についても聞いており、「取壊し費用が高い」「固定資産税額が上がるため壊さ(せ)な

い」などの回答が多数見られることから、経済的な問題が空家等の除却が進まないこと

の大きな要因となっていることが推測されます。

問６．空き家に訪れる頻度（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

「①2 週間に１回以上」「②月に 1 回程度」「年に３~６回程度」がともに 25％程度を

閉めており、全体の 9 割は空家等の状態を把握していると思われますが、12 件について

は、「ほとんど訪れない」「全く訪れない」と回答しており、所有者等が空き家の状態を

把握していないため、適正に管理されていない空家等になっている可能性が高いと考え

られます。

①取壊しの予定
（取り壊したい） 

30件 24%

④他の者に貸したい 
13件 10%

②所有者や相続人
が居住する予定 

12件 9%

③住宅以外の用途で
利用したい
 5件 4%

②月に１回程

度 33件 

25%

④年に１～２回程度 
16件 12%

⑤ほとんど訪れない 
6件 5%

⑥全く訪れない 
6件 5%
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問７．除草などの管理の頻度（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

問６の訪れる回答と概ね同様の回答結果となっており、およそ 9 割については、管理が

なされているが、「⑥全く管理していない」「⑤ほとんど管理していない」が 13 件 10%

を占めており、適正に管理されていない空家等になっていることが推測されます。

問８．所有者(管理者）の居住地（問１で②の「空き家となっている」と回答した方のみ）

「④茨城県外」が最も多く、54 件 33%となっており、「②下妻市内」が 51 件 31%、

「③茨城県内」が 39 件 23%と続きます。

問６の「訪れる頻度」や問７の「管理の頻度」の回答から、所有者等が県外在住で

あっても、年に数回は訪れて管理している空家等も一定数あることが読み取れます。

②月に１回程度 

31件 24%

①２週間に１回以上 
16件 12%

⑥全く管理していない 
7件 5%

⑤ほとんど管理していない 
6件 5%

②下妻市内 
51件 31%

①空き家の所在
地と同じ町域
 22件 13%
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問９．その他、空き家に関する困りごと、相談、要望などの意見（自由に記入）

以下のような回答が得られ、建物の取壊しに係る費用の問題や相続の悩みなどが挙げ

られました。

特に、市外在住の所有者に除草や取壊しを依頼する業者がわからないといった相談や、

市外の不動産業者に販売・賃貸を依頼しているが、契約に至っていないといった意見が

見られ、所有者等に対する情報提供や支援の必要性が伺えます。

また、居住したい気持ちはあるが下妻市には就労先がない、公共交通機関が充実して

いないなどの理由で、下妻市に移住することができないといった意見も見られました。

・固定資産税が高くなるため、空き家を取り壊せ（さ）ない ・・・・・１８件

・売買・賃貸に関すること（相談先がわからない、売れない等） ・・・１８件

・相続に関すること（相続協議がまとまっていない等） ・・・・・・・１７件

・空き家の管理に関すること（除草の委託先がわからない等） ・・・・１２件

・荷物や家財の処分についての悩み ・・・・・・・・・・・・・・・・１０件

・下妻市の交通の利便性や就職先がない等、下妻市に対する意見 ・・・・５件

・防犯・防火などの心配 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３件

＜固定資産税の住宅用地特例について（参考）＞

住宅用地については、その税負担を特に軽減する必要から、地方税法により固定資産

税の特例措置が設けられており、住宅 1 戸当たり 200 ㎡までは小規模住宅用地として、

土地の課税標準額が評価額の１/６に軽減され、200 ㎡を超える分（ただし住宅の床面積

の 10 倍の面積が上限）は、一般住宅用地として課税標準額が評価額の１/３に軽減され

ます。

この特例はその土地に建てられている住宅に居住者がいない場合であっても、適用と

なる場合があり、土地に係る課税標準額が最大で１/６まで軽減されますが、住宅の取壊

しを行った場合には、特例の対象外となるため、結果的に固定資産税額が増えてしまう

場合があります。

こういったことから、税負担の増加を回避するため、建物を取壊さずにそのまま放置

している事例が少なくありません。
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第４節 空家等の分布状況

下妻市内の空家等については、人口や住宅数に概ね比例して中心市街地や集落部に多く見受け

られ、市内全域に広く分布しています。

地区による空家等割合の大きな差や特徴等は見られませんが、高道祖東原地区や五箇須賀地区、

五箇焼野地区などに空家等が集中している住宅分譲地が見られ、当該地区の空家等の割合を引き

上げている要因となっています。

＜市が把握している空家等の地区別件数＞

【令和 3 年 3 月 31 日時点で市が把握している空家等件数に「空き家に関する調査・アンケート」
により新たに確認された空家等を加えた空家等の件数】

＜地区別の人口及び住宅件数と空家等数の比較＞

【※1 令和 3 年４月１日の常住人口世帯 ※2 令和 3 年に用途が住宅等で登録されている建物数の合計
※3 世帯ではなく建物単位で住宅件数をカウントしているため､一般的な「空き家率」とは異なる】

項 目
地 区 空家等の件数

うち適正に管理され
ている空家等の件数

うち適正に管理
されていない
空家等の件数

適正に管理されて
いない空家等
の割合（％）

下妻地区 １７９件 １３２件 ４７件 ２６.３％

大宝地区 ７４件 ４３件 ３１件 ４１.９％

騰波ノ江地区 ２８件 １５件 １３件 ４６.４％

上妻地区 ８４件 ５９件 ２５件 ２９.８％

総上地区 ２８件 １８件 １０件 ３５.７％

豊加美地区 ３０件 １９件 １１件 ３６.７％

高道祖地区 ６２件 ３８件 ２４件 ３８.７％

蚕飼地区 １３件 １１件 ２件 １５.４％

宗道地区 ６０件 ３４件 ２６件 ４３.３％

大形地区 ７０件 ３１件 ３９件 ５５.７％

合 計 ６２８件 ４００件 ２２８件 ３６.３％

地区
項目

下 妻
地 区

大 宝
地 区

騰波ノ
江地区

上 妻
地 区

総 上
地 区

豊加美
地 区

高道祖
地 区

蚕 飼
地 区

宗 道
地 区

大 形
地 区 合 計

人口(※1) 10,150 4,769 2,198 6,861 3,105 2,473 3,422 864 3,762 3,852 41,456

世帯数
(※1) 4,289 1,794 711 2,694 1,281 877 1,396 288 1,423 1,388 16,141

住宅件数
(※2) 4,517 2,137 1,139 3,042 1,290 1,159 1,551 457 2,067 1,685 19,044

空家等
件 数 179 件 74 件 28 件 84 件 28 件 30 件 62 件 13 件 60 件 70 件 628 件

100 世帯
当たりの

空家等件数
4.2 件 4.1 件 3.9 件 3.1 件 2.2 件 3.4 件 4.4 件 4.5 件 4.2 件 5.0 件 3.9 件

空家等の
割合(※3) 4.0％ 3.5％ 2.5％ 2.8％ 2.2％ 2.6％ 4.0％ 2.8％ 2.9％ 4.2％ 3.3％
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＜空家等の分布図＞

【令和 3 年１０月 1 日現在】

空家等は、下妻市内全域に広く分布していることが確認できる。

特に中心市街地等では、人口や家屋の数に応じて多くの空家等が見られる。

高道祖東原地区

五箇須賀地区

五箇焼野地区
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第５節 今後の空家等数の推移予測

下妻市内で、過去 10 年間に「住人の死亡により、世帯員全員がいなくなった世帯」を対象に、

その住居が現在どのような状況になっているかの調査を行い、その調査結果と市で空家等対策を

実施した空家等のデータから、空家等発生からの経過年数と空家等の残存率の関係を示す近似式

を算出し、近似式と厚生労働省による簡易生命表等から、将来の空家等数の推移に関するシミュ

レーションを実施しました。

このシミュレーションの結果では、今後も空家等数の増加は加速し、25 年後の令和 28 年には

1,000 件を超え、現在の 2 倍程度まで増えることが予測されます。

＜過去 10 年間に世帯員の死亡により空家等となった住宅の状況＞

※過去１０年間に住人の死亡により世帯員全員がいなくなった９０９世帯について調査を実施。
うち、およそ半数にあたる４５４世帯は賃貸住宅等に居住、又は同一敷地内に子世帯などの
居住者がいたため、空家等の発生はなかった。

＜令和５年から令和３５年までの空家等数推移の予測＞

※過去 10 年分のデータより予測を行ったため、10 年以降の残存については、相続放棄等により
空家等の解消が困難となっているもののみが残存すると仮定して残存率の近似式を算出。

※空家等総数については、新規に発生する空家等の累計した数ではなく、経過年数により空家等
が解消されていくことを見込んだシミュレーションにより、その年に残存する空家等数を計上。

※新規空家等の発生については、世帯員全員の死亡により発生するもののみを考慮し、施設入所
や転出によるものや、賃貸住宅や店舗等の一般住宅以外の空家等については、考慮していない。

現 在 の 状 況 件 数 割 合

住宅の取り壊しがなされたもの ７９件 １７.４％

親族の入居や売買等により新たな住人が居住しているもの ７２件 １５.８％

住宅以外での利用や第三者への売買等がなされているもの ５２件 １１.４％

住宅が利用されずに空家等として残存しているもの ２３７件 ５２.１％

住所登録地番に建物が無い等、状況が確認できないもの １５件 ３.３％

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

1000 

1100 

1200 

R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35

市内の空家等総数

新規空家等発生数



20

第６節 空家等対策における課題

（１）空家等の発生

下妻市では、少子高齢化などによる人口の減少や核家族の増加等を背景に住宅が供給過多とな

っており、更に居住者がいない住宅の除却が進んでいないことなどにより、空家等は年々増加し

ています。

高齢者のみで構成される世帯数に着目すると、市内の「80 歳以上のみの世帯数」は令和 3 年に

平成 23 年の約２倍の 949 世帯に増えており、平成 30 年の総務省による住宅・土地統計調査の下

妻市の持ち家率が約 73%であることから、これらの 80 歳以上のみの世帯が住んでいる住宅が、

市内には 700 件近くあると考えられますが、居住者の年齢を考えると 20 年後、これらの住宅の

多くには居住者がいなくなることが推測されます。

つまり、これらの住宅は、相続人等が居住するなどして自ら利活用するか、取壊しや売却等を

しなければ、空家等になってしまうことになります。

「空き家に関する調査・アンケート」の結果でも、空家等の取得理由は相続等によるものが、

約半数を占めていますが、相続による取得の場合、利用する予定がなかったり、居住地から遠い

ため利用できない等の理由により、空家等となってしまうといったケースが多く見られます。

これらのことより、空家等の増加がますます加速することが予測されるため、空家等の発生を

抑制するための啓発活動の実施などの施策が必要です。

（２）空家等の把握

令和 3 年に実施した「空き家に関する調査・アンケート」では、新たに 344 件の空家等が確認

され、平成 24 年に実施した自治区⾧を通しての空家等の実態調査、及びその後に市に寄せられた

苦情や相談などにより市が把握し、既に空家等対策を実施している空家等 284 件を合わせると、

令和 3 年現在、市では合計で 628 件の空家等を確認していますが、平成 30 年時の「住宅・土地統

計調査」による住宅の空家等件数 1,020 件とはまだ乖離が見られます。

これは、「住宅・土地統計調査」が抽出調査からの推定値であるため、実際の件数と差が生じて

しまうという理由のほか、居住者が住民票を異動しないまま、施設入所や転勤、入院等により空

家等となっているケースや、住民票をその空家等に置いたまま実際は別の場所に住んでいるケー

スについては、実状の把握が難しいことも一因となっており、このような空家等の把握方法が課

題となっています。

また、空家等情報の管理についても、現在は表計算ソフトウェアを用いてデータベースを作成

し、管理を行っていますが、苦情・相談内容や空家等対策の履歴などの一元的な管理や、空家等

の位置情報管理に対応できないため、効率化が課題となっています。
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（３）空家等の解消

空家等解消のためのプロセスとしては、建物が利用可能かどうか判断し、利用可能であれば必

要に応じて修繕・改修等を施した上で、自ら居住する等して利用するか、売却・賃貸して利活用

し、利用することが難しい状態であれば、建物を取り壊すことになります。

調査・アンケートからも、「今後の予定」について、35％が売却を希望しており、所有者等の利

活用の意識が高いことがわかります。

しかしながら、空家等の状態や立地条件によっては、買い手・借り手がなかなか見つからない

といった問題や、調査・アンケートの「空き家の状態」では、「老朽化や破損のため利用は難しい」

という回答が約半数を占めていることから、利用可能な空家等の利活用を推進するとともに、利

活用が難しい空家等については、早期の除却を促す必要があります。

また、空家等の取壊しを考えている方からは、取壊し費用の捻出が厳しいなどの意見も寄せら

れていることなどから、空家等に関する相談体制の整備や助成制度の拡充などを検討する必要が

あります。

（４）空家等の適正管理

調査・アンケートでは、空家等管理の頻度について、「ほとんど管理していない」「全く管理し

ていない」という回答が全体の 1 割を占めているように、空家等の所有者等の管理意識が低いこ

とが管理不全の一因となっており、所有者等に対し、その責務や適正管理の必要性などを周知し、

適正な管理を促す必要があります。

既に管理不全となっている空家等については、定期的な現地調査を実施し、所有者等に対して、

現在の家屋の状況などを伝えるとともに、改善するよう働きかけを継続的に実施する必要があり

ます。

また、調査・アンケートでは、「除草を頼む業者がわからない」「売却したいがどこに相談した

らよいかわからない」「高齢のため自力での管理が難しくなってきた」といった意見が多く寄せら

れたことから、除草業者や不動産業者などの情報提供や空き家バンク等の制度の周知、空き家相

談会の開催などの所有者等に対する支援等についても、推進する必要がります。

特に相続手続きがなされておらず、相続人が多人数であるケースや相続協議が難航しているケ

ースについては、管理不全に陥りやすい傾向にあるため、相続に関する助言・相談体制の構築等

も課題となっています。

（５）空家等の利活用

調査・アンケートでは、空家等の売却・賃貸を希望している所有者等が合計で 45%となってお

り、所有者等の利活用の意識が高いことが伺えます。

しかしながら、売却・賃貸を希望してはいるものの、買い手・借り手が見つからず、⾧期間に

わたり空家等になってしまっているケースも多いことから、情報提供や空き家バンク等の制度の

活用により、空家等の利活用を促進する必要があります。
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第３章 空家等対策の基本的方針

第１節 基本的方針

本市における空家等の現状と課題を踏まえ、空家等対策の基本的な方針として、以下の５つの

方針を掲げることとします。

（１）空家等発生の抑制

人口減少や高齢者のみで構成される世帯数の増加などにより、空家等は今後も増加することが

予想されることから、新たな空家等の発生を抑制するための施策を推進します。

（２）空家等対策基盤の整備

市民からの苦情や相談、関係機関からの情報提供などと併せ、実態調査の実施などにより、市

内の空家等の所在や管理状態の把握に努めます。

併せて空家等情報のデータベース整備に努め、空家等対策の効率化を図ります。

（３）適正な管理の推進及び空家等解消の促進

空家等の所有者等に対し、利活用や売買・賃貸などによる空家等の解消や適正な管理に向けた

啓発を行うとともに、利用の難しい空家等や利用計画の無い空家等、売買・賃貸の難しい空家等

については、除却による空家等解消の促進を図ります。

また、空家等の適正な管理を促進するため、空家等の管理に関する助言や相談、情報提供など

の所有者等に対する支援を推進します。

（４）適正に管理されていない空家等の対策

管理不全となっている空家等の所有者に対しては、管理責任の所在や所有者等の責務、空家等

を放置するリスク等を明確にして伝えるとともに、家屋等の定期的な現地調査を実施し、空家等

の状況や周囲への影響、危険個所等を所有者等に知らせ、適正な管理を促します。

周囲への危険がある空家等や周辺の住環境に大きな悪影響を及ぼす空家等については、「空家等

対策の推進に関する特別措置法」に基づき、管理不全空家等や特定空家等の認定を行い、必要な

措置を講じます。

（５）空家等利活用の促進

空き家バンク制度の活用や、茨城県古民家再生協会等の関係団体と連携しながら、空家等利活

用の推進及び市場流通の促進を図ります。

また、老朽化や立地条件等により活用することが難しい空家等については、除却後の跡地利用

促進を図ります。
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＜基本方針のイメージ図＞

空家等対策基盤の整備

・空家等の把握

・データベースの整備

空
家
等
の
解
消
・
適
正
な
管
理
の
確
保

空家問題
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・空き家セミナーの実施や広報誌

等を活用した啓発活動

・相談体制の整備

適正な管理の推進

・空家等解消の促進
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の支援や相談等の実施

・利用の難しい空家等や利用計画
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・現況調査の実施､法令や所有者等
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・管理不全空家等及び特定空家等の

認定､及び「空家等対策の推進に

関する特別特措法」に基づく措置

の実施
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第２節 対象地区

下妻市においては、市内全域に空家等が所在していることから、本計画における空家等対策の

対象地区は、下妻市内全域とします。

なお、本計画を進めていくうえで、他の地区と比べ著しく空家率が高い等の理由により、空家

等対策を重点的に推し進める必要があると思われる場合は、重点地区を定めることができるもの

とします。

第３節 対象とする空家等の種類

本計画において対象とする空家等とは、空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第１項に

規定する「空家等」とします。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

第４節 計画期間

本計画の期間は、２０２２年度から２０２６年度までの５年間とします。

なお、計画期間中であっても、国の空家等対策の動向、法令改正や社会情勢の変化、本計画に

定める施策の進行状況等により必要に応じて見直すものとします。

(定義)

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は

管理するものを除く。
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第４章 空家等対策の具体的な施策

第１節 空家等の調査に関する事項

（１）空家等の把握

平成 24 年に実施した自治区⾧を通しての空き家調査、及び平成 24 年以降の市民や自治区⾧、

関係機関等からの苦情や相談、情報提供等によって確認され、現在も空家等となっている 284 件

に、令和 3 年 3 月に実施した「空き家に関する調査・アンケート」により新たに確認した空家等

344 件を加え、市では現在、628 件の空家等について、その所在や管理状況等を把握しています。

しかし、新たな空家等の発生や、既に確認されている空家等の利用状況や管理状況等が変わる

可能性があることなどから、自治区⾧や関係機関等と連携し、新規の空家等の所在や既に確認さ

れた空家等の状況把握に努めます。

また、現在、住民票を置いたまま、施設入所や転勤その他の理由で空家等となってしまってい

る家屋については、把握ができていないものもあるため、把握する方策について検討を行い、把

握に努めます。

（２）空家等の所有者等調査

空家等対策を実施する上で必要なものについては、「空家等対策の推進に関する特別措置法」

第十条に基づき、土地建物登記簿調査や固定資産税納税義務者調査、住民基本台帳及び戸籍簿等

調査等により所有者等の特定を行います。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

(空家等の所有者等に関する情報の利用等)

第十条 市町村⾧は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する

情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施

行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目

的のために内部で利用することができる。

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために

利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等

に関するものについて、当該特別区の区⾧から提供を求められたときは、この法律の

施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。

３ 前項に定めるもののほか、市町村⾧は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の⾧その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要

な情報の提供を求めることができる。
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（３）空家等の現地調査

新たに確認された空家等に関しては、現地調査を実施し、空家等の状況や問題箇所、危険個所

などを確認すると共に、「下妻市空家等の判定に関するガイドライン」に従って、ランクの判定を

行うものとします。

なお、現地調査の際には、必要に応じ近隣住民からの聴き取り等も活用します。

また、既に確認されている空家等についても、使用状況や管理状況が変わる可能性があること

から、適正な管理がなされていない空家等（Ａランク～Ｃランク）、及び継続観察を要する空家等

（Ｄランク）に関しては、定期的に現地調査を実施し、状況の変化が認められる場合については、

必要に応じてランクの再判定を行うものとします。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

＜下妻市空き家等の適正管理に関する条例（抜粋）＞

(立入調査等)

第九条 市町村⾧は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を

行うことができる。

２ 市町村⾧は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせる

ことができる。

３ 市町村⾧は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にそ

の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難で

あるときは、この限りでない。

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。

(調査等）

第５条 市⾧は、第３条の規定による適正な管理が行われていない空き家等があると認

めるとき、又は前条の規定による情報の提供があったときは、この条例の施行に必要

な限度において、当該職員に、当該空き家等の状態、所有者等の情報その他必要な事

項について調査をさせ、又は所有者等に質問させることができる。

２ 市⾧は、前項の場合において、当該職員を当該空き家等に立ち入らせることができる。

３ 前２項の規定による調査又は質問（次条において「調査等」という。）を行う職員は、

その身分を示す証明書を携帯し、関係者から求めがあったときは、これを提示しなけ

ればならない。
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（４）下妻市における空家等の判定に関するガイドライン

Ａランク（危険を伴う空家等）

①建物に傾きや変形、又は柱等構造体及び基礎部の損傷等、建物そのものに倒壊の危険が

見受けられ、通行人や近隣住民、近隣の家屋や所有物等に人的・物的被害を及ぼす恐れ

のあるもの。

②地震や強風により、屋根の葺材や外壁材、雨樋、その他部材等が落下・飛散する危険や、

軒、付帯設備、擁壁、立木等が崩壊・倒壊する危険が見受けられ、通行人や近隣住民、

近隣の家屋や所有物等に人的・物的被害を及ぼす恐れのあるもの。

③吹き付け石綿等が露出し、飛散する可能性が高いなど、近隣への健康被害が発生する恐

れのあるもの。

④その他、多数の地域住民から強い苦情が寄せられている等、多数の地域住民の日常生活に

多大な影響を与え、問題となっているもの。

Ｂランク（地域の問題となっている空家等）

①建物に傾きや変形、又は柱等構造体及び基礎部の損傷等、建物そのものに倒壊の危険が

見受けられるが、道路や他の住宅敷地等に隣接していないため、直接的な人的・物的被

害が生じる恐れの低いもの。

②地震や強風により、屋根の葺材や外壁材、雨樋、その他部材等が落下・飛散する危険や、

軒、付帯設備、擁壁、立木等が崩壊・倒壊する危険が見受けられるが、道路や他の住宅

敷地等に隣接していないため、直接的な人的・物的被害が生じる恐れの低いもの。

③庭木の枝や土砂、その他が道路等にはみ出し、公共の通行等を妨げているもの。

④ごみ等の放置や浄化槽等の放置、排水の流出等による臭気の発生があり、多数の地域住

民の日常生活に支障を及ぼしているもの。

⑤ごみの放置等の理由により、ねずみ、蚊、シロアリ、毛虫、蜂、その他の動物・害虫の

発生・住み着き等により、多数の地域住民の日常生活に支障を及ぼしているもの。

⑥破損個所の放置やごみの放置等、防犯、防火上の危険があり、不法侵入や不審火の発生

等、実質的な被害が生じているもの。
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Ｃランク（問題の影響範囲が限定的である空家等）

①中程度の地震や強風により、屋根の葺材や外壁材、雨樋、その他部材等が落下・飛散す

る危険が見受けられるが、落下物・飛散物が軽微なものや、敷地外への影響が少なく、

人的・物的被害の生じる恐れの低いもの。

②直ぐに倒壊する危険は見受けられないが、家屋に損傷・損耗等箇所が見受けられ、修繕

等をせずに放置した場合、将来的には建物の倒壊等に至る恐れのあるもの。

③立木の管理がなされず、敷地外に枝、根等がはみ出しているもの、又は枝、落ち葉等が

敷地外に散らばっているもの。

④「敷地内の草木の管理がなされていない」、「屋根、外壁等が破損や落書き等で外見上大

きく傷んだり汚れたまま放置されている」、「多数の窓ガラスが割れたまま放置されて

いる」、「敷地にごみ等や物品が放置、投棄されている」「門扉等の施錠がされていない、

建具が破損し容易に侵入できる」等、防犯、防火上の危険があるもの、又は地域の景観

を著しく損なっているもの。

⑤ごみの放置や投棄、浄化槽等の放置、排水の流出等による臭気の発生があるもの。

ごみの放置等により、ねずみ、蚊、シロアリ、毛虫、蜂、その他の動物・害虫等が発生、

又は住み着いているもの。

Ｄランク（管理されている空家等）

除草や伐採、修繕等により問題箇所の改善がなされたが、今後の管理状況により、再度

管理不全となりうる可能性があり、引き続きの経過観察を要するもの。

※１年程度の経過観察を経てＥランクに移行する。

Ｅランク（継続的に管理されている空家等）

概ね１年以上継続的な適正管理がなされていることを確認した空家等。

Ｆランク（空家等が解消されたもの）

①家屋等の除却がなされたもの。

②入居等により空家等ではなくなったもの。

③リフォームがなされる等して利用可能な状態となり、不動産業者等の管理の下で売家・

貸家となっているもの。

④店舗、倉庫等、居住以外の目的で継続的に利用されているもの。

⑤倒壊する等して家屋の要件を失い、廃棄物や空き地の問題として担当が移管されたもの。
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（５）管理不全空家等の判定について

空家等の現地調査を実施する中で、「そのまま放置すれば、特定空家等に該当するすることとあ
るおそれのある状態」と認められる場合については、「管理不全等及び特定空家等に対する措置に

関する適切な実施を諮るために必要な指針（ガイドライン）」（平成 27 年５月 26 日付け国住備

第 62 号・総行地第 76 号国土交通省住宅局⾧・総務省大臣官房地域力創造審議官通知。最終改
正令和５年 12 月 13 日）の別紙に定められた基準に該当する項目があるか「下妻市管理不全空

家等 判定票」を作成し、下妻市特定空家等判定委員会において、管理不全空家等の認定を行う

際の基礎 資料とします。
なお、「下妻市管理不全空家等 判定票」については、資料編「資料６ 下妻市管理不全空家等

判定票」をご参照ください。

（６）特定空家等判定基礎調査

下妻市特定空家等判定委員会において、特定空家等の認定が必要と判定された空家等について

は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 9 条に基づき、所有者等に対し事前通知を行った
上で、立入調査を実施し、特定空家等判定基礎調査票を作成します。

この特定空家等判定基礎調査票は、国土交通省策定の「特定空家等に対する措置に関する適切

な実施を図るために必要な指針」に定める内容を基本とし、空家等の不良度や危険度、近隣に対
する影響などを評価するもので、下妻市空家等対策協議会において、特定空家等の認定を行う際

の基礎資料とします。

なお、特定空家等判定基礎調査の内容については、資料編「資料６ 特定空家等判定基礎調査票」
をご参照ください。

（７）空家等に関するデータベースの整備

空家等調査及び市民等や自治区⾧、関係機関等からの苦情や相談、情報提供等によって確認さ

れた空家等については、データベースを整備し、空家等の情報管理を行い、空家等対策及び所有

者等に対する支援の情報基盤とします。
また、現在は表計算ソフトを用いてデータベースを構築し、空家等情報の管理をしていますが、

地図情報や相続情報等の管理ができないことや、相談・苦情受付の集計や空家等対策の履歴を一

元管理する機能がないこと等から、空家等対策の更なる効率化に向け、専用の空家等管理システ
ム導入等についての検討を行います。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

(空家等に関するデータベースの整備等)

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条及び第十五条まで

において同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を

把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。



30

第２節 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

（１）空家等発生の抑制に向けた取組

①市民に対する啓発活動の推進

市の広報誌及びホームページ等を活用し、住んでいる建物を空家にしないためのアドバイス

などの情報発信や現在住んでいる建物の今後について考える啓発活動を推進します。

②高齢者世帯を対象とした重点的な啓発活動の推進

空家等発生抑制に関する啓発ビラを作成し、下妻市民生委員児童委員協議会及び市の高齢福

祉部門等と連携しながら、高齢者向けイベントや高齢者世帯訪問の際に配布するなどして、
高齢者世帯に向けた啓発活動の充実を図ります。

③相談体制の充実

全国空き家アドバイザー協議会及び茨城県司法書士会、茨城県建築士会等の関係団体と連携
しながら、相続や現在住んでいる建物の今後に関する相談体制の充実を図ります。

④空き家セミナー・相続相談会等の開催

全国空き家アドバイザー協議会及び茨城県司法書士会等の関係団体と連携しながら、居住者

が生前のうちに相続や現在住んでいる建物の今後についての計画をたて、建物を空家等にし
ないようにする啓発セミナーや、司法書士による相続相談会等の開催を推進します。

（２）空家等の適正な管理に向けた取組

所有者等の管理意識が低いことが管理不全に繋がるため、「空家等対策の推進に関する特別措置
法」及び「下妻市空き家等の適正管理に関する条例」の中で、所有者等が適切に管理するよう定
められていることや、適正に管理されていない空家等が近隣に及ぼす影響、「適切な管理をせずに
他者に損害を与えてしまうと賠償責任を問われる可能性もある」といった空家等を放置するリス
ク等を市の広報誌及びホームページ等により周知し、空家等の適正な管理を促します。

併せて、所有者等に対して空家等の管理に関する助言や情報提供等の様々な支援を実施すると
ともに、司法書士会等の関係機関と連携しながら、空き家相談会の開催等についても検討します。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

(空家等の所有者等の責務)
第五条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

(所有者等による空家等の適切な管理の促進)
第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるとともに、国又は地方
公共団体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。もの
とする。
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＜下妻市空き家等の適正管理に関する条例（抜粋）＞

第３節 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項

（１）空き家バンク制度の推進

空家等の所有者等に対し、「下妻市空き家バンク制度」を周知し、所有者等の利活用に関する意

向を確認した上で、登録可能な空家等については、空き家バンクへの登録を促し、売買・賃貸な

どによる空家等の解消促進を図ります。

（２）関係機関・団体との連携

茨城県宅地建物取引業協会や茨城県古民家再生協会等の関係機関・団体と連携し、空家等の所

有者等に対し、空家等の利活用や売買・賃貸、除却等による空家等の解消促進を図ります。

（３）除却した空家等に係る跡地の活用促進

老朽化や立地条件等により活用することが難しい空家等の所有者等に対しては、除却後の跡地

活用の提案等による空家等の解消、及び跡地の活用促進を図ります。

（４）助成制度の活用推進

「空き家の譲渡所得特別控除」等、空家等に係る助成制度についての周知を図るとともに、「空

き家対策総合支援事業」「空き家再生等推進事業」等、本市が実施する空家等対策事業に対する補

助金についても、本市における空家等対策事業を推進するために必要と考えられる場合には、活

用を図ります。

（５）空家等活用促進区域の指定

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第七条第三項に規定される「空家等活用促進区域」

の指定、及び「空家等活用促進指針」の策定については、「下妻市空家等対策協議会」にて意見等

を聴取しながら、必要に応じて区域の指定、及び指針の策定をおこないます。

(所有者等の責務）
第３条 所有者等は、当該空き家等が管理不全な状態にならないよう適正に管理しなけ

ればならない。
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＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

第七条
３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の

空家等の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域に
おける経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活
用が必要となると認められる区域(以下「空家等活用促進区域」という。)並びに当
該空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための
指針(以下「空家等活用促進指針」という。)に関する事項を定めることができる。
一 中心市街地の活性化に関する法律第二条に規定する中心市街地
二 地域再生法第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点
三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域
四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第二条第二項に規定する

重点区域
五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての

機能を有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域
４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な
事項

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが
必要な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途に関する事項

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の
跡地の活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項

（以下第五項～第十項、及び第十七条 記載省略）

(空家等の活用の促進についての配慮)
第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項(同条第十四項において準用する場合を

含む。)の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域
(市街化調整区域に該当する区域に限る。)内の空家等に該当する建築物(都市計画法
第四条第十項に規定する建築物をいう。以下この項において同じ。)について、当該
建築物を誘導用途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一
項の許可(いずれも当該建築物の用途の変更に係るものに限る。)を求められたときは、
第七条第八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が
図られるよう適切な配慮をするものとする。

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の⾧又は都道府県知事は、同項に規定する
空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を
誘導用途に供するため農地法(昭和二十七年法律第二百二十九号)その他の法律の
規定による許可その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られ
るよう適切な配慮をするものとする。
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第４節 適正に管理されていない空家等への対応に関する事項

（１）適正に管理されていない空家等への対応

適正に管理されていない空家等については、所有者等が空家等の状態や自らの管理義務を認識

していない可能性や、そのまま放置した場合のリスクや近隣への影響等を把握していない可能性

が考えられます。

そのため、周囲への影響が小さいものや、影響範囲が限定的であるものなど、公権力の行使を

伴った措置を行う必要がないと考えられる空家等については、「下妻市空き家等の適正管理に関す

る条例」に基づき、助言・指導等を実施しながら、適正な管理の実施や利活用・除却による空家

等の解消を促すものとします。

助言及び指導に際しては、適正な管理をお願いする通知文章の送付に併せ、空家等の写真が添

付された現地調査の結果や、問題箇所や危険の指摘、管理責任の明示や所有者等の責務、適正管

理の必要性についての説明文等を同封し、所有者等に対し空家等の現況を伝えるとともに、所有

者等と連絡を取り、所有者の意向や事情の把握や相談、アドバイスの実施、市指定除草業者一覧

等の必要な情報提供等を行い、適切な管理を実施するよう促します。

また、相続放棄等により所有者等のいない空家等についても、民法第 940 条第 1 項の規定に基

づく管理責任の所在を調査し、相談及び助言、指導等により、適正な管理を促します。

周辺地域への危険や影響の大きい空家等については、管理不全空家等及び特定空家等の認定を

行い、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づいた措置の実施を検討するものとします。

＜下妻市空き家等の適正管理に関する条例（抜粋）＞

＜民法（抜粋）＞

(助言又は指導)

第 6 条 市⾧は、調査等により、空き家等が管理不全な状態にあると認めるときは、

当該所有者等に対し、当該空き家等を適正に管理するために必要な措置について

助言し、又は指導することができる。

(相続の放棄をした者による管理)

第九百四十条 相続の放棄をした者は、その放棄によって相続人となった者が相続財

産の管理を始めることができるまで、自己の財産におけるのと同一の注意をもって、

その財産の管理を継続しなければならない。
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（２）管理不全空家等の認定

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 13 条第 1 項に規定される「空家等が適切な管理が

行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状

態」と認めるときは、下妻市特定空家等判定委員会にて管理不全空家等の認定を行い、下妻市空

家等対策協議会へ報告します。

（３）管理不全空家等に対する措置

管理不全空家等については、特定空家等に該当となる前に改善が求められることから、「空家等

対策の推進に関する特別措置法」第 13 条の規定に従い、第 1 項「助言又は指導」、第 2 項「勧告」

の順に必要な措置を講ずるものとします。

なお、「助言又は指導」措置の実施にあたっては、下妻市特定空家等判定委員会にて措置を決定

し、下妻市空家等対策協議会に報告するものとし、「勧告」措置の実施にあたっては、下妻市特定

空家等判定委員会にて措置を決定し、下妻市空家等対策協議会において承認を得た上で、実施す

ることとします。

また、措置の実施後は、下妻市空家等対策協議会へ報告するものとします。

（４）特定空家等の認定

「空家等対策の推進に関する特別措置法」では、特定空家等に対する措置について、強い公権

力の行使が規定されていることなどから、危険性や近隣への影響等から判定した空家等のランク

に加え、所有者の実情や対応状況なども勘案しながら、庁内関係部署で設置される下妻市特定空

家等判定委員会によって、特定空家等の認定が必要か否かの判定を行います。

特定空家等の認定が必要と判定された空家等については、「空家等対策の推進に関する特別措置

法」第 9 条に基づいた立ち入り調査を実施の上、下妻市空家等対策協議会において特定空家等の

認定を行います。
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（５）特定空家等に対する措置

特定空家等については、速やかな改善が求められることから、「空家等対策の推進に関する特別

措置法」第 22 条の規定に従い、第 1 項「助言又は指導」、第 2 項「勧告」、第 3 項「命令」、第 4

項「行政代執行」の順に必要な措置を講ずるものとします。

なお、措置については、下妻市特定空家等判定委員会によって措置内容を決定し、下妻市空家

等対策協議会において承認を得た上で、実施することとします。

また、措置の実施後は、下妻市空家等対策協議会へ報告するものとします。

①助言又は指導

現地調査の結果等に基づき、市⾧は所有者等に対し、相当な猶予期限を定めて、問題箇所の

改善を講ずるよう助言又は指導を行う。

②勧告

市⾧は、助言又は指導を行っても改善が見られない場合は、所有者等に対し、相当な猶予期

限を定めて、助言又は指導の内容を講ずるよう勧告を行う。

勧告を行う場合は、所有者等に対し、勧告を行った後に改善が見られない場合には、固定資

産税の住宅用地の特例が適用されなくなる旨を通知する。

③命令

市⾧は、勧告を行っても改善が見られない場合は、所有者等に対し、相当な猶予期限を定め

て、勧告の措置を講ずるよう命令を行う。

市⾧は、命令する場合においては、「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 22 条 4 項か

ら第 8 項及び第 1 項か第 13 項の規定に基づき実施する。

④行政代執行

市⾧は、命令の措置が履行されないときや履行しても十分でない場合等に、行政代執行法（昭

和 23 年法律第 43 号）の規定に基づき、所有者等が為すべき命令の措置を所有者等に代わり

行う。

所有者等が確知できない場合は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 22 条第 10 項の

規定に基づき実施する。（略式代執行）

また、災害その他非常の場合において、緊急に必要な措置をとる必要があると認めるときで、

命令措置をとることを命ずるいとまがないときは、その措置を自ら行い、又は措置実施者に

行わせることができる。（緊急回避措置）
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（５）空家等対策の流れ

法十条に基づく

情報利用

住民基本台帳

固定資産税課税情報

戸籍謄本

登記簿謄本

空家等対策協議会

特定空家等
の認定

苦情・相談・情報提供

・実態調査の実施など

空家等の所在地・

所有者等の調査

所有者等の意向により

空き家バンク制度の案内

など、利活用を提案

適正な管理の確認、除却や

入居等による空家等の解消
適正な管理がなさ
れていないこと
を確認

県
宅
地
建
物
取
引
業
協
会
・

空
家
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
協
議
会

連携

特定空家等認定
が妥当と判定

特定空家等に対する

措置の実施

（法二十二条）

助言・指導

↓

勧 告

↓

命 令

↓

行政代執行

「下妻市空き家等の適正管理

に関する条例」に基づく

助言・指導等の実施

・空家等の現状（写真）報告

・危険個所や問題箇所等の指摘

・管理責任の所在や所有者等の

責務､管理の必要性等を説明

・必要に応じて除草業者や管理

業者等の情報提供

・空き家バンク制度のチラシ等、

利活用に向けた情報提供

県
弁
護
士
会
、
県
司
法
書
士
会
、

県
宅
地
建
物
取
引
業
協
会
、

空
き
家
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
協
議
会

等
の
関
係
団
体
・
関
係
機
関

所有者等からの連絡等に応じて聞き取り調査、相談、

アドバイス等の実施、情報提供等の所有者支援

空家等

の除却

を確認

経 過 観 察
（問題箇所の改善状況や

管理の継続状況等を確認）

立入調査

（法第九条）

空
家
等
対
策
協
議
会
・

特
定
空
家
等
判
定
委
員
会

措
置
内
容
の
決
定
・
承
認

協力

茨
城
県
建
築
士
会

協力

自治区長連合会・

民生委員児童委員

協議会等の関係団体

管理不全空家・特定

空家等の基準に該当
する項目がある

特定空家等判定委員会

管理不全空家等
の認定

特定空家

等の判定

現況確認

管理不全空

家等の判定

管理不全空家等

には至らない
と判定

管理不全空家等に

対する措置の実施

（法十三条）

助言・指導

↓

勧 告

特定空家等

には至らない
と判定

跡地利用の推進
（アドバイス等の
所有者支援）

連携

連携
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第５節 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

（１）総合的な相談窓口の設置

市民等や自治区⾧、所有者等からの空家等に関する苦情や相談、情報提供等などについては、

まず、消防交通課を総合窓口として対応を行い、所有者等の調査や現地調査等により空家等の状

況を把握し、必要に応じて庁内の環境担当部署や空き家バンク担当部署等の関係部署及び警察署、

消防署等の関係機関や茨城県弁護士会、茨城県司法書士会、茨城県建築士会、全国空き家アドバ

イザー協議会等の関係団体と連携、協力を図りながら空家等対策を実施し、適正に管理されてい

ない空家等の改善や利活用・除却による空家等の解消を図ります。

また、苦情や相談、情報提供などが寄せられた際には、その受付の記録や対応の履歴を管理す

るとともに集計・分析を行い、今後の空家等対策に活用することとします。

（２）空家等に対する初期対応の流れ

①市民・自治会、所有者、関係機関等からの苦情や相談、情報提供など

②空家等の所在地、所有者等の調査（併せて住民基本台帳で居住者等を確認）

③現地調査の実施、写真撮影、問題箇所の確認、近隣から聴き取り調査など

④必要に応じて関係機関や関係団体等と対応についての協議

⑤空家等が管理不全の場合は、所有者等に対して適正管理に関する依頼文書及び

以下の書類を送付

・空家等の現状（写真）、及び問題箇所や危険個所等を指摘する現地調査表

・管理責任の所在や所有者等の責務、適正管理の必要性等の説明文書

・必要に応じて市指定除草業者一覧等の業者の案内や空き家バンクのチラシ等
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第６節 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

（１）下妻市空家等対策協議会

①設置

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 7 条及び「下妻市空家等対策協議会設置条例」

に基づき下妻市空家等対策協議会を設置します。

②役割

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 7 条に基づき「下妻市空家等対策計画」の策定

及び変更、並びにその実施を行います。

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 13 条第 2 項に基づき管理不全空家等に対する

勧告措置の承認を行います。

・特定空家等の認定及び「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 22 条に基づき特定空家

等に対する措置の承認等を行います。

・その他空家等対策に関し、必要と認めることについての協議を行います。

③委員

定数を１２名以内とし、次の通り構成します。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

役 職 構 成

会 ⾧ 下妻市⾧

委 員

下妻市議会より１名

下妻警察署より 1 名
下妻消防署より 1 名

下妻市自治区⾧連合会より１名

下妻市民生委員児童委員協議会より 1 名
茨城県弁護士会より１名

茨城司法書士会より１名

茨城県宅地建物取引業協会より１名
茨城県建築士会より１名

その他市⾧が必要と認めるもの

(協議会)
第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。
２ 協議会は、市町村⾧(特別区の区⾧を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村

の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町
村⾧が必要と認める者をもって構成する。

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。
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（２）庁内の組織体制及び役割

①空家等対策主管課（消防防災課）

下妻市における空家等に関する総合窓口となり、以下の業務を遂行します。

・下妻市空家等対策協議会、及び下妻市特定空家等判定委員会に関すること

・空家等に関する相談・苦情等の受付に関すること

・空家等の把握及びデータベースの整備及び管理に関すること

・空家等発生の抑制及び空家等の解消に関すること

・空家等の所有者等調査及び現地調査に関すること

・空家等の適正管理の促進及び所有者等に対する情報提供等の支援に関すること

・管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関すること

・空家等及び除却した空家等に係る跡地の利活用に関すること

・下妻市空き家バンク制度に関すること

・「空き家の譲渡所得特別控除」等の空家等に係る助成制度に関すること

・その他空家等対策の施策に関すること

②下妻市特定空家等判定委員会

「下妻市特定空家等判定委員会設置要綱」に基づき、庁内の関係部署の代表者で構成される

下妻市特定空家等判定委員会を設置します。

当該委員会は、管理不全空家等の認定及び特定空家等の認定が必要か否かの判定、管理不全

空家等及び特定空家等に対する措置の決定等を主な役割とし、併せて庁内関係部署の情報共

有、連携を図り、空家対策の総合的な施策を推進します。

③関係部署

空家等対策の実施にあたっては、庁内関係部署と情報共有及び連携を図ります。

担 当 課 主 な 役 割

企画課 ・移住定住促進に関すること

消防防災課
（空家対策係以外）

・空家等の防犯に関すること
・空家等の火災予防に関すること

税務課
・空家等に対する所有者等の課税情報の提供に関すること
・固定資産税に関する住宅用地特例の適用に関すること

市民課 ・空家等の所有者等の情報提供に関すること

生活環境課
・悪臭、ごみの放置、不法投棄等に関すること
・害虫の発生、動物の住み着き等に関すること
・空き地の管理や市指定除草業者等に関すること

建設課 ・道路の通行に支障が生じた場合の対処等に関すること

都市整備課 ・空家等活用促進区域に関すること
・低未利用地等の利用促進に関すること

総務課 ・自治区⾧等による情報提供等に関すること

福祉課
・民生委員等による情報提供等に関すること
・生活困窮者等の所有する空家等に関すること



40

（３）関係機関・団体等との連携

県や他市町村、関係機関、関係団体等との連携及び協力のもと、空家等対策を実施します。

＜主な関係機関・関係団体とその役割＞

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

担 当 課 主 な 役 割

茨城県及び他市町村
・市町村空家等対策連絡調整会議等による情報提供及び

情報共有

下妻警察署
・危険回避のための対応
・所在不明の所有者等の安否確認

下妻消防署
・災害対策、災害時の応急措置
・空家等の不審火等に関する協力

茨城県宅地建物取引業
協会

・空き家バンクに関する協力
・空家等及び除却した空家等の跡地の利活用に関する相談

茨城県弁護士会 ・空家等対策に関する法律相談

茨城県司法書士会 ・相続等に関する相談

茨城県建築士会
・空家等の調査や改修に係る技術的な相談
・特定空家等判定基礎調査業務の委託

下妻市自治区⾧連合会 ・地域の空家等に関する情報提供

下妻市民生委員児童委員
協議会

・空家等の所有者等に関する相談及び情報提供

茨城県古民家再生協会
・古民家に該当する空家等の利活用及び除却に関する相談
・空家等発生の抑制に関する啓発活動

全国空き家アドバイザー
協議会 茨城県下妻支部

・空家等に関する相談

(都道府県による援助)

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関

し、この法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供

及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなけれ

ばならない。
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（４）空家等対策の実施体制

（５）空家等管理活用支援法人

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第二十三条に規定される「空家等管理活用支援法人」

の指定については、「下妻市空家等対策協議会」にて意見等の聴取を経て、指定します。

＜空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）＞

(空家等管理活用支援法人の指定)
第二十三条 市町村⾧は、特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号)第二条第二項に

規定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理
若しくは活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業
務を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等
管理活用支援法人(以下「支援法人」という。)として指定することができる。

下妻市特定空家等

判定委員会

所

有

者

等

近
隣
住
民
・
自
治
区
長
等

相談･報告

助言

管理不全空家等の認定
特定空家等の判定
法に基づく措置の決定等

相談

主管課：消防防災課

＜空家等に関する総合窓口＞

苦情・相談

報告

支援及び助言･
指導等､その他
の措置等を実施

サポート等

空家等対策計画の策定
空家等対策の方針決定

下妻市空家等

対策協議会

特定空家等の認定
法に基づく措置の承認

相談

庁内関係部署

関係機関

・関係団体
茨城県空家等対

策連絡調整会議

連 携 ・ 協 力

（県）（市）
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(支援法人の業務)
第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該
空家等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の
適切な管理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修
その他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。
四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。
五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。
六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は

事務を行うこと。

(監督等)
第二十五条 市町村⾧は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため

必要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることがで
きる。

２ 市町村⾧は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと
認めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべき
ことを命ずることができる。

３ 市町村⾧は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一
項の規定による指定を取り消すことができる。

４ 市町村⾧は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければ
ならない。

(情報の提供等)
第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情

報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。
２ 市町村⾧は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があ

るとして、空家等の所有者等に関する情報(以下この項及び次項において「所有者等
関連情報」という。)の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に
必要な限度で、当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。

３ 前項の場合において、市町村⾧は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供すると
きは、あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人(当該所有者
等関連情報によって識別される特定の個人をいう。)の同意を得なければならない。

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。

(支援法人による空家等対策計画の作成等の提案)
第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に

対し、国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は
変更をすることを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、
当該提案に係る空家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成
又は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するもの
とする。この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするとき
は、その理由を明らかにしなければならない。

(市町村⾧への要請)
第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な

管理のため特に必要があると認めるときは、市町村⾧に対し、第十四条各項の規定に
よる請求をするよう要請することができる。

２ 市町村⾧は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めると
きは、第十四条各項の規定による請求をするものとする。

３ 市町村⾧は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定
による請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、
当該要請をした支援法人に通知するものとする。
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第７節 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

本計画期間中は、市内における空家等の状況把握に努め、適正に管理されていない空家等の改

善や空家等の解消を図ります。

その上で、国や県の法令及び補助制度の改正や、社会状況の変化や施策の効果等により必要に

応じて計画の変更を検討します。

計画を変更する場合には、下妻市空家等対策協議会での協議や必要に応じてパブリックコメン

ト等を実施して変更を行います。
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第５章 計画の推進

第１節 計画の進捗管理と検証

空家等については、人口減少や高齢化の進行、社会構造の変化等により、今後も増加していく

ことが予想されます。

そのため、評価指標を設定し、空家等対策の進捗状況や対策結果の評価及び検証を行う事が重

要となります。

第２節 評価指標

本計画の最終年度である 2026 年度の評価指標を次のとおり設定します。

指 標 実 績
目 標

（2026 年度）

活
動
指
標

空き家相談会、空き家セミナー、広報

誌等による啓発活動の実施回数

0 回

（2020 年度）
2 回／年間

空家等対策の実施対象件数

（相談、現地調査、指導等の措置など）

約 129 件

（2020 年度）
150 件／年間

成
果
指
標

空家等の解消件数
15.7 件

（2015 年～2020 年
の平均件数）

18 件／年間

適正に管理されていない空家等の割合
45.4％

（2020 年度末時点）
42.0％未満
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資 料 編

資料１ 空家等対策の推進に関する特別措置法

(平成 26 年 11 月 27 日 法律第 127 号)

第一章 総則
(目的)
第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護すると
ともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する
施策に関し、国による基本指針の策定、市町村(特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。)
による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定め
ることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と
地域の振興に寄与することを目的とする。

(定義)
第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する
物を含む。第十四条第二項において同じ。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又
は管理するものを除く。

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる
おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていな
いことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す
ることが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。

(国の責務)
第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集及

び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。
３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促進

に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。

(地方公共団体の責務)
第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関

する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければならない。
２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家

等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び
技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。

(空家等の所有者等の責務)
第五条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等
に関する施策に協力するよう努めなければならない。
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(基本指針)
第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため

の基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。
２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項
二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項
三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項
四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじめ、
関係行政機関の⾧に協議するものとする。

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ
れを公表しなければならない。

(空家等対策計画)
第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本

指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計画」という。)を定める
ことができる。

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関す

る対策に関する基本的な方針
二 計画期間
三 空家等の調査に関する事項
四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項
五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用の促進に関す

る事項
六 特定空家等に対する措置(第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の

規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規定によ
る代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に関する事項

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項
八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項
九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の数
及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的社会的活
動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区域
(以下「空家等活用促進区域」という。)並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び空家
等の跡地の活用の促進を図るための指針(以下「空家等活用促進指針」という。)に関する事項を
定めることができる。
一 中心市街地の活性化に関する法律(平成十年法律第九十二号)第二条に規定する中心市街地
二 地域再生法(平成十七年法律第二十四号)第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点
三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域
四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律(平成二十年法律第四十号)第二条第

二項に規定する重点区域
五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有す

る区域として国土交通省令・総務省令で定める区域
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４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。
一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項
二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空家

等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途(第十六条第一項及び第十八条において「誘
導用途」という。)に関する事項

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用
を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物(空家等活用促進区
域内の空家等に該当する建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第二条第一号に規
定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。)又は空家等の跡地に新築する建築
物をいう。次項及び第十項において同じ。)について第十七条第一項の規定により読み替えて適
用する同法第四十三条第二項(第一号に係る部分に限る。次項において同じ。)の規定又は第十
七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十八条第一項から第十三項まで(これら
の規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。第九項において同
じ。)の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件に関する事項を定めることができる。

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規定
の適用を受けるための要件(第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」という。)
は、特例適用建築物(その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道(同法第四十三条
第一項に規定する道路に該当するものを除く。)に二メートル以上接するものに限る。)につい
て、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促進区域内における経済的社会的活
動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものとして国土交通省令で定める基準を参酌し
て定めるものとする。

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域内
の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

８ 市町村(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の指定都市
及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。)は、第三項に規定する事項を定める
場合において、市街化調整区域(都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第七条第一項に規定する
市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。)の区域を含む空家等活用促進区域を定
めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及び空家等活用促進指針に定める事
項について、都道府県知事と協議をしなければならない。

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第二
項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定のた
だし書の規定の適用を受けるための要件(以下「用途特例適用要件」という。)に関する事項を記
載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建築物について
建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第四十八条第一項から第十三項
まで(これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。第十七条
第二項において同じ。)の規定のただし書の規定による許可の権限を有する特定行政庁(同法第
二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。)と協議をし
なければならない。この場合において、用途特例適用要件に関する事項については、当該特定
行政庁の同意を得なければならない。

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、特
例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域における
経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意をする
ことができる。
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１１ 空家等対策計画(第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び第十
八条第一項において同じ。)は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及び保全の
方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保たれたもの
でなければならない。

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、技

術的な助言その他必要な援助を求めることができる。
１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。

(協議会)
第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会

(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。
２ 協議会は、市町村⾧(特別区の区⾧を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村の議会の議

員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村⾧が必要と認める
者をもって構成する。

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

第二章 空家等の調査
(立入調査等)
第九条 市町村⾧は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握

するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。
２ 市町村⾧は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家等

の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその委任
した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。

３ 市町村⾧は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立
ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなけ
ればならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでな
い。

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明
書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら
ない。

(空家等の所有者等に関する情報の利用等)
第十条 市町村⾧は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であ

って氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な
限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用する
ことができる。

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち
特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都
が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当
該特別区の区⾧から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、
速やかに当該情報の提供を行うものとする。
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３ 前項に定めるもののほか、市町村⾧は、この法律の施行のために必要があるときは、関係す
る地方公共団体の⾧、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所有者
等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。

(空家等に関するデータベースの整備等)
第十一条 市町村は、空家等(建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸す

るために所有し、又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理され
ているものに限る。)を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。)に関するデータベ
ースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。

第三章 空家等の適切な管理に係る措置
(所有者等による空家等の適切な管理の促進)
第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

(適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置)
第十三条 市町村⾧は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特

定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認
められる空家等(以下「管理不全空家等」という。)の所有者等に対し、基本指針(第六条第二項
第三号に掲げる事項に係る部分に限る。)に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当する
こととなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることができる。

２ 市町村⾧は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が
改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めると
きは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特定空家
等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置について勧告することがで
きる。

(空家等の管理に関する民法の特例)
第十四条 市町村⾧は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、

家庭裁判所に対し、民法(明治二十九年法律第八十九号)第二十五条第一項の規定による命令又
は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることができる。

２ 市町村⾧は、空家等(敷地を除く。)につき、その適切な管理のため特に必要があると認めると
きは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求をすること
ができる。

３ 市町村⾧は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要がある
と認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条の十
四第一項の規定による命令の請求をすることができる。

第四章 空家等の活用に係る措置
(空家等及び空家等の跡地の活用等)
第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地(土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売

し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。)に関する情報の提供その他これら
の活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。
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(空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等)
第十六条 空家等対策計画を作成した市町村(以下「計画作成市町村」という。)の⾧は、空家等活

用促進区域内の空家等(第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するものに限る。以
下この条において同じ。)について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活動の促進のた
めに必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等について空家等活
用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置を講ずることを要請することがで
きる。

２ 計画作成市町村の⾧は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認めると
きは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分についての
あっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

(建築基準法の特例)
第十七条 空家等対策計画(敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。)が第七条

第十二項(同条第十四項において準用する場合を含む。)の規定により公表されたときは、当該
公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十三条第二項
第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは「利用者」と、「適合するもの
で」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特別措置法(平成二十六年法律第
百二十七号)第七条第十二項(同条第十四項において準用する場合を含む。)の規定により公表さ
れた同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要
件に適合する同項に規定する特例適用建築物で」とする。

２ 空家等対策計画(用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。)が第七条第十二
項(同条第十四項において準用する場合を含む。)の規定により公表されたときは、当該公表の
日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第一項から第
十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項の規定のただ
し書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて
許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の
推進に関する特別措置法(平成二十六年法律第百二十七号)第七条第十二項(同条第十四項にお
いて準用する場合を含む。)の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定
められた同条第九項に規定する用途特例適用要件(以下この条において「特例適用要件」とい
う。)に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一
項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適用
要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただし書
中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可した場
合その他」とする。

(空家等の活用の促進についての配慮)
第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項(同条第十四項において準用する場合を含む。)の規

定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域(市街化調整区域に該当
する区域に限る。)内の空家等に該当する建築物(都市計画法第四条第十項に規定する建築物を
いう。以下この項において同じ。)について、当該建築物を誘導用途に供するため同法第四十二
条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可(いずれも当該建築物の用途の変更に係るもの
に限る。)を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途と
しての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。
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２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の⾧又は都道府県知事は、同項に規定する空家等対
策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供する
ため農地法(昭和二十七年法律第二百二十九号)その他の法律の規定による許可その他の処分を
求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。

(地方住宅供給公社の業務の特例)
第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法(昭和四十年法律第百二十四号)第二十一条

に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に基づき、
空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用に関する業
務を行うことができる。

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供給
公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」とあ
るのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法(平成二十六年
法律第百二十七号)第十九条第一項に規定する業務」とする。

(独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務)
第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法(平成十五年法律第百号)

第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活用促進
区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動の促進を
図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。

(独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助)
第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法(平成十七年法

律第八十二号)第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に規定する
空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促進に必要な
資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。

第五章 特定空家等に対する措置
第二十二条 市町村⾧は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま放置すれば倒壊
等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態に
ない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。)をとるよう助言又は指
導をすることができる。

２ 市町村⾧は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状
態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付
けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとる
ことを勧告することができる。

３ 市町村⾧は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置を
とらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限
を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

４ 市町村⾧は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよ
うとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限
を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己
に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。



52

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村⾧に対し、
意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。

６ 市町村⾧は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を
命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければなら
ない。

７ 市町村⾧は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命
じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する
者に通知するとともに、これを公告しなければならない。

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を
提出することができる。

９ 市町村⾧は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた
者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに
完了する見込みがないときは、行政代執行法(昭和二十三年法律第四十三号)の定めるところに
従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を
命ぜられるべき者(以下この項及び次項において「命令対象者」という。)を確知することができ
ないとき(過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知
することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。)は、
市町村⾧は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しく
は委任した者(以下この項及び次項において「措置実施者」という。)にその措置を行わせること
ができる。この場合においては、市町村⾧は、その定めた期限内に命令対象者においてその措
置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは市町村⾧又は措置実施者がその
措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。

１１ 市町村⾧は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にあ
る等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図
るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定により当
該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特定空家等
に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせることがで
きる。

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条の
規定を準用する。

１３ 市町村⾧は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通
省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この
場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならな
い。

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法(平成五年法律第八十八号)第三章(第十二
条及び第十四条を除く。)の規定は、適用しない。

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた
めに必要な指針を定めることができる。

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・
総務省令で定める。
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第六章 空家等管理活用支援法人
(空家等管理活用支援法人の指定)
第二十三条 市町村⾧は、特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号)第二条第二項に規定する

特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しくは活用を図
る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うこ
とができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人(以下「支援法人」
という。)として指定することができる。

２ 市町村⾧は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及び
事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更すると
きは、あらかじめ、その旨を市町村⾧に届け出なければならない。

４ 市町村⾧は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければ
ならない。

(支援法人の業務)
第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管
理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活
用を図るために必要な援助を行うこと。

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空
家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。
四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。
五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。
六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を行

うこと。

(監督等)
第二十五条 市町村⾧は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。
２ 市町村⾧は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認めると

きは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずること
ができる。

３ 市町村⾧は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規定
による指定を取り消すことができる。

４ 市町村⾧は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。

(情報の提供等)
第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供

又は指導若しくは助言をするものとする。
２ 市町村⾧は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとして、

空家等の所有者等に関する情報(以下この項及び次項において「所有者等関連情報」という。)の
提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該支援法人に対
し、所有者等関連情報を提供するものとする。
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３ 前項の場合において、市町村⾧は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、あ
らかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人(当該所有者等関連情報によって
識別される特定の個人をいう。)の同意を得なければならない。

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。

(支援法人による空家等対策計画の作成等の提案)
第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、国

土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすることを提
案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等対策計
画の素案を作成して、これを提示しなければならない。

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変更
をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この場合
において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明らかにし
なければならない。

(市町村⾧への要請)
第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のた

め特に必要があると認めるときは、市町村⾧に対し、第十四条各項の規定による請求をするよ
う要請することができる。

２ 市町村⾧は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、第
十四条各項の規定による請求をするものとする。

３ 市町村⾧は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による請
求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をした支
援法人に通知するものとする。

第七章 雑則
第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方
交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空
家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講
ずるものとする。

第八章 罰則
第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村⾧の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。
２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立

入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。
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附 則
(施行期日)
１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から
起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
(平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に係る
部分は、平成二七年五月二六日から施行)

(検討)
２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の
措置を講ずるものとする。

附 則 (令和五年六月一四日法律第五〇号) 抄
(施行期日)
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。
(令和五年政令第三三一号で令和五年一二月一三日から施行)

(経過措置)
第二条 地方自治法の一部を改正する法律(平成二十六年法律第四十二号)附則第二条に規定する

施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特別措置法(以下こ
の条において「新法」という。)第七条第八項及び第十八条第一項の規定の適用については、新
法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、「中核市」とあるのは「中核市及び地
方自治法の一部を改正する法律(平成二十六年法律第四十二号)附則第二条に規定する施行時特
例市」とする。

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項(同条第十項に係る部分に限る。)の規定は、この法律の
施行の日(以下この条及び附則第六条において「施行日」という。)以後に新法第二十二条第十項
後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法律による改正前の空家等
対策の推進に関する特別措置法(次項において「旧法」という。)第十四条第十項後段の規定によ
る公告を行った場合については、なお従前の例による。

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項(同条第十一項に係る部分に限る。)の規定は、施行日
以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法第十四条第二
項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。

(政令への委任)
第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置(罰則に関する経過措置

を含む。)は、政令で定める。

(検討)
第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定について、

その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所
要の措置を講ずるものとする。
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資料２ 下妻市空き家等の適正管理に関する条例

（平成 25 年 3 月 25 日 条例第 2 号）

(目的)

第 1 条 この条例は、空き家等の適正な管理について必要な事項を定めることにより、空き家等

が管理不全な状態であることに起因する事故、火災及び犯罪の発生の防止を図り、もって市民

の安全で安心な生活の確保に寄与することを目的とする。

(定義)

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 空き家等 市内に所在する建築物で、常時無人の状態にあるもの及びその敷地をいう。

(2) 管理不全な状態 次に掲げる状態をいう。

ア 建築物が倒壊し、若しくはその建築材料が飛散すること又は立木が倒れ、若しくはその

枝が飛散することにより、人の生命若しくは身体又は財産に被害を及ぼすおそれがある状

態

イ 不特定の者が侵入すること又は雑草等が生い茂り、若しくは枯れたまま放置されている

ことにより、火災又は犯罪が誘発されるおそれがある状態

(3) 所有者等 空き家等を所有し、又は管理する者をいう。

(4) 市民等 市内に居住し、滞在し、通勤し、若しくは通学する者又は市内に所在する建築物

若しくは土地を所有し、若しくは管理する者をいう。

(所有者等の責務)

第 3 条 所有者等は、当該空き家等が管理不全な状態にならないよう適正に管理しなければなら

ない。

(情報提供)

第 4 条 市民等は、管理不全な状態の空き家等があると認めるときは、市にその情報を提供する

ことができる。

(調査等)

第 5 条 市⾧は、第 3 条の規定による適正な管理が行われていない空き家等があると認めるとき、

又は前条の規定による情報の提供があったときは、この条例の施行に必要な限度において、当

該職員に、当該空き家等の状態、所有者等の情報その他必要な事項について調査させ、又は所

有者等に質問させることができる。

2 市⾧は、前項の場合において、当該職員を当該空き家等に立ち入らせることができる。

3 前 2 項の規定による調査又は質問(次条において「調査等」という。)を行う職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者から求めがあったときは、これを提示しなければならない。
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(助言又は指導)

第 6 条 市⾧は、調査等により、空き家等が管理不全な状態にあると認めるときは、当該所有者

等に対し、当該空き家等を適正に管理するために必要な措置について助言し、又は指導するこ

とができる。

(勧告)

第 7 条 市⾧は、前条の規定による助言又は指導を行ったにもかかわらず、なお当該空き家等が

管理不全な状態にあると認めるときは、当該所有者等に対し、期限を定めて、当該空き家等を

適正に管理するために必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

(寄附)

第 8 条 市⾧は、第 6 条の規定による助言若しくは指導又は前条の規定による勧告(第 11 条第 1

項において「助言等」という。)をした場合において、当該空き家等の所有者から当該空き家等

の寄附の申出があったときは、当該申出を受けることができる。ただし、当該申出の内容が別

に定める要件を満たさないときは、この限りでない。

(措置命令)

第 9 条 市⾧は、所有者等が第 7 条の規定による勧告に従わないときは、当該所有者等に対し、

期限を定めて、当該空き家等を適正に管理するために必要な措置を講ずるよう命ずることがで

きる。

(公表)

第 10 条 市⾧は、前条の規定による命令(以下「措置命令」という。)を受けた所有者等が、正当

な理由なく当該措置命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。

(1) 措置命令に従わなかった所有者等の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称及び代表者の氏名)

(2) 措置命令の対象となった空き家等の所在地

(3) 措置命令の内容

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、市⾧が必要と認める事項

2 市⾧は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表の対象となる所

有者等に、意見を述べる機会を与えなければならない。

(危険回避措置)

第 11 条 市⾧は、助言等又は措置命令の対象となった所有者等から、当該助言等又は措置命令に

係る措置を履行できない旨の申出があった場合において、緊急に危険を回避するための措置を

講ずる必要があると認めるときは、当該所有者等の同意を得て、最低限度の当該危険を回避す

るための措置を講ずることができる。

2 市⾧は、前項の危険を回避するための措置を講じたときは、所有者等から当該危険を回避する

ための措置に係る費用を徴収するものとする。
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(代執行)

第 12 条 市⾧は、措置命令を受けた所有者等が当該措置命令に従わない場合において、他の手段

によってその履行を確保することが困難であり、かつ、その不履行を放置することが著しく公

益に反すると認められるときは、行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号)の定めるところにより、

自ら必要な措置を講じ、又は第三者にこれを行わせ、その費用を当該所有者等から徴収するこ

とができる。

(関係機関との連携)

第 13 条 市⾧は、空き家等の管理不全な状態を改善するために必要があると認めるときは、市の

区域を管轄する消防署その他の関係機関に協力を求めるものとする。

(委任)

第 14 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

付 則

この条例は、平成 25 年 10 月 1 日から施行する。
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資料３ 下妻市空き家等の適正管理に関する条例施行規則

（平成 25 年 9 月 25 日 規則第 21 号）

(趣旨)

第 1 条 この規則は、下妻市空き家等の適正管理に関する条例(平成 25 年下妻市条例第 2 号。以

下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

(情報提供)

第 2 条 条例第 4 条の規定による情報の提供は、情報提供書(様式第 1 号)を市⾧に提出する方法

により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。

(指導)

第 3 条 条例第 6 条の規定による指導は、指導書(様式第 2 号)により行うものとする。

(勧告)

第 4 条 条例第 7 条の規定による勧告は、勧告書(様式第 3 号)により行うものとする。

(寄附の申出等)

第 5 条 条例第 8 条の規定による寄附の申出は、下妻市公有財産規則(平成 20 年下妻市規則第 10

号)第 14 条第 2 項第 4 号に規定する寄附申込書を市⾧に提出する方法により行うものとする。

2 市⾧は、前項の申出があったときは、その内容を審査し、寄附受入れの可否を決定したときは、

寄附受入可否決定通知書(様式第 4 号)により、当該申出を行った者に通知するものとする。

3 条例第 8 条ただし書に規定する別に定める要件は、下妻市土地等の寄附の受入れに関する基準

を定める要綱(平成 25 年下妻市告示第 144 号)第 2 条第 1 項各号に規定するものとする。

(命令)

第 6 条 条例第 9 条の規定による命令は、命令書(様式第 5 号)により行うものとする。

(公表)

第 7 条 条例第 10 条第 1 項の規定による公表(以下「公表」という。)は、次に掲げる方法により

行うものとする。

(1) 下妻市公告式条例(昭和 29 年下妻市条例第 3 号)第 2 条第 2 項に規定する掲示場への掲示

による方法

(2) 市ホームページへの掲載による方法

(3) 前 2 項に定めるもののほか、市⾧が必要と認める方法

2 市⾧は、公表を行ったときは、その旨を公表通知書(様式第 6 号)により当該公表に係る者に通

知するものとする。
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(意見を述べる機会の付与)

第 8 条 市⾧は、条例第 10 条第 2 項の規定により意見を述べる機会を与えるときは、公表を行

おうとする日の 30 日前までに、意見を述べる機会の付与通知書(様式第 7 号)により当該公表に

係る者に通知するものとする。

2 前項の規定による通知を受けて意見を述べようとする者は、当該通知を受けた日から起算して

14 日以内に、公表に係る意見書(様式第 8 号)により意見を述べなければならない。

(危険回避措置)

第 9 条 条例第 11 条第 1 項の規定による申出は、申出書(様式第 9 号)を市⾧に提出する方法に

より行うものとする。

2 市⾧は、前項の申出があった場合は、その内容を審査し、危険回避措置の実施を決定したとき

は危険回避措置実施決定通知書(様式第 10 号)により、危険回避措置の不実施を決定したときは

危険回避措置不実施決定通知書(様式第 11 号)により、当該申出を行った者に通知するものとす

る。

3 前項の規定により市が危険回避措置を実施する旨の通知をした場合において、当該通知を受け

た者は、市が当該危険回避措置を行うことに同意したときは、危険回避措置実施同意書(様式第

12 号)を市⾧に提出するものとする。

(代執行)

第 10 条 行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号。以下「法」という。)第 3 条第 1 項の規定による

戒告は、戒告書(様式第 13 号)により行うものとする。

2 法第 3 条第 2 項の規定による代執行令書の様式は、代執行令書(様式第 14 号)とする。

(執行責任者)

第 11 条 市⾧は、代執行を行うときは、あらかじめ執行責任者を任命し、その執行に当たらせる

ものとする。

2 法第 4 条の規定による証票の様式は、執行責任者証(様式第 15 号)とする。

付 則

この規則は、平成 25 年 10 月 1 日から施行する。



61

資料４ 下妻市空家等対策協議会設置条例

（令和３年９月２４日 条例１５号）

(設置)

第 1 条 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。)第

7 条第 1 項の規定に基づき、空家等対策計画(法第 6 条第 1 項に規定する空家等対策計画をい

う。以下同じ。)の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため、下妻市空家等対策協議会

(以下「協議会」という。)を置く。

(定義)

第 2 条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。

(所掌事項)

第３条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。

(1) 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。

(2) 法第 13 条第 2 項の規定による管理不全空家等に対する勧告措置の承認に関すること

(3) 特定空家等の認定に関すること。

(4) 法第 22 条の規定による特定空家等に対する措置の承認に関すること。

(5) 前３号に掲げるもののほか空家等対策に関し必要と認めること。

(組織等)

第４条 協議会は、委員 12 人以内をもって組織する。

2 委員は、市⾧のほか、次に掲げる者のうちから、市⾧が委嘱する。

(1) 市民の代表者

(2) 市議会議員

(3) 法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者

(4) 前 3 号に掲げる者のほか、市⾧が必要と認める者

3 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

4 委員は、再任されることができる。

(会⾧及び副会⾧)

第５条 協議会に会⾧及び副会⾧各 1 人を置く。

2 会⾧は、市⾧をもって充て、副会⾧は委員の互選により定める。

3 会⾧は、会務を総理し、協議会を代表する。

4 副会⾧は、会⾧を補佐し、会⾧に事故があるときは、その職務を代理する。

(会議)

第６条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、必要に応じて会⾧が招集し、会⾧が議⾧とな

る。
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2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

3 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議⾧の決するところ

による。

4 会⾧は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴き、又

はその者から必要な資料等の提出を求めることができる。

(守秘義務)

第 7 条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

(庶務)

第 8 条 協議会の庶務は、空家等対策主管課において処理する。

(補則)

第９条 この条例に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は、会⾧が協議会に諮って

定める。

付 則

（施行期日）
１ この条例は、令和３年１０月１日から施行する。

（下妻市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 下妻市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 31 年下妻市条例

第 19 号）の一部を次のように改正する。

別表国民保護協議会委員の項の次に次のように加える。

空家等対策協議会委員 日額４，５００円 副市⾧相当額
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資料５ 下妻市特定空家等判定委員会設置要綱

（令和３年９月２４日 告示１４１号）

(設置)

第 1 条 市内に所在する空家等が空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。

以下「法」という。)第 2 条第 2 項に規定する特定空家等及び法 13 条第 1 項に規定する管理不

全空家等に該当するか否かを判定するとともに、特定空家等及び管理不全空家等に対する措置に

ついて審議するため、下妻市特定空家等判定委員会(以下「判定委員会」という。)を置く。

(定義)

第 2 条 この要綱において使用する用語は、法において使用する用語の例による。

(所掌事項)

第 3 条 判定委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 管理不全空家等の認定に関すること。

(2) 法第 13 条に規定する管理不全空家等に対する措置の決定に関すること。

(3) 特定空家等の判定に関すること。

(4) 法第 22 条第 1 項から第 3 項まで及び第 9 項から第 11 項までに規定する特定空家等に対

する措置の決定に関すること。

(5) 下妻市空き家等の適正管理に関する条例（平成 25 年下妻市条例第 2 号）第 11 条に規定す

る危機回避措置の決定に関すること。

(6) 前各号に掲げるもののほか、空家等対策のために必要な事項に関すること。

2 判定委員会は、前項各号に掲げる事項に関して検討した結果を下妻市空家等対策協議会に報

告するものとする。

(組織)

第 4 条 委員会は、委員⾧、副委員⾧及び委員をもって組織する

2 委員⾧は副市⾧をもって充て、副委員⾧は総務部⾧をもって充てる。

3 委員は、次に掲げる者をもって充てる。

(1) 企画課⾧

(2) 総務課⾧

(3) 消防防災課⾧

(4) 税務課⾧

(5) 環境課⾧

(6) 福祉課⾧

(7) 建設課⾧

(8) 都市整備課⾧
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（委員⾧及び副委員⾧）

第５条 委員⾧は、会務を総理し、判定委員会を代表する。

2 副委員⾧は、委員⾧を補佐し、委員⾧に事故があるとは、その職務を代理する。

(会議)

第 6 条 判定委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員⾧が招集し、委員⾧が議⾧となる。

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

3 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議⾧の決するところ

による。

4 委員⾧は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見

を聴くことができる。

5 会議は、非公開とする。

(庶務)

第 7 条 判定委員会の庶務は、空家等対策主管課において処理する。

(補則)

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、判定委員会の運営に関し必要な事項は、委員⾧が会議に

諮って定める。

付 則

この告示は、令和３年１０月１日から施行する。
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資料６ 下妻市管理不全空家等 判定票

空家等の現地調査にて、「そのまま放置すれば、特定空家等に該当するすることとあるおそれの
ある状態」と認められる場合については、「管理不全等及び特定空家等に対する措置に関する適切

な実施を諮るために必要な指針（ガイドライン）」（平成 27 年５月 26 日付け国住備第 62 号・

総行地第 76 号国土交通省住宅局⾧・総務省大臣官房地域力創造審議官通知。最終改正令和５年
12 月 13 日）の別紙に定められた特定空家等の基準に該当する項目があるか別紙の「管理不全空

家等 判定票」を作成する。
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資料７ 下妻市特定空家等判定基礎調査に関するガイドライン

特定空家等判定委員会にて、特定空家等と判定された空家等については、「空家等対策の推進に

関する特別措置法」第 9 条に基づき立入調査を実施し、下妻市空家等対策協議会における特定空

家等認定の基礎資料として別紙の「特定空家等判定基礎調査票」を作成する。

調査は、建築士が同行し、空家等の敷地内に所在する建物ごとに別紙の「木造・プレハブ用調

査票」「非木造用調査票」「外観による調査票」から、建物の構造や状態に適した調査票を選択し

て調査を行い、建物ごとに倒壊等の危険度を判定する。

「総括表」については、建物の配置図と建物ごとの判定結果、塀など敷地内の構造物や植栽、

ごみ・物品の放置の状況と、そこから見られる危険や周囲への影響等を記載する。

（１）建物別調査票の種別

・木造・プレハブ用調査票 ・・ 主に木造、軽量鉄骨造の住宅等の調査に用いる。

・非木造用調査票 ・・・・・・ 鉄骨造、鉄筋コンクリート造の建物の調査に用いる。

・外観による調査票 ・・・・・ 外観から倒壊等の危険が低いと判断でき、建物内部の調査

を不要とする場合や、外観調査のみで倒壊等の危険が判断可能な場合、又は

倒壊等の恐れにより内部に立ち入ることができない場合等の調査に用いる。

（２）建物別危険度の判定

建物別調査票で判定を行った建物の危険度と、周囲への影響度（建物と隣地・道路等

までの距離）から、次の表により危険度の判定を行い、建物別の総合判定とする。

※上記の表より、「危険」が 1 つでもある場合は、総合判定を「危険」とする。
「危険」がなく、「注意」が 1 つでもある場合は、総合判定を「注意」とする。
「危険」「注意」が共にない場合は、「－」（危険や影響は見られない又は低い）とする。

（３）総括表

敷地内に所在する建物の状況の他、敷地内の塀等の構造物や庭木、雑草、ごみ・物品・

引火物等の放置、悪臭・害虫の発生等、周囲への危険や影響などを記載する。

周囲への影響度
(建物から隣地･道路等までの距離) 高 中 低

外観による調査で 1 項目以上
「危険」と判定されたもの 危 険 危 険 注 意

建
物
不
良
度

全壊相当 危 険 危 険 注 意

大規模半壊相当 危 険 注 意 －

半壊相当 注 意 － －

部材の落下危険有り 危 険 注 意 －

部材飛散の恐れ有り 注 意 注 意 －

アスベスト飛散の恐れ有り 危 険 危 険 注 意
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資料８ 下妻市特定空家等判定基礎調査票
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資料９ 空き家に関する調査・アンケート 回答用紙（令和 3年 3月実施）

空き家に関する調査・アンケート 回答用紙

この調査は、下妻市内の空き家状況を把握し、空き家対策のために利用するものです。

次の所在地の家屋について、問いの最も当てはまる番号に〇を付けてください。

問１．上記の「所在地」欄に記載された所在地にある家屋の現在の状態を教えてください

① 何らかの使用実態がある（空き家ではない） ⇒ 問２にお進みください

② 現在､特に使用実態がない（空き家となっている） ⇒ 問３にお進みください

※居住や事務所､店舗､その他として使用されていないことが常態である家屋を空き家とします

※この所在地を含む一体利用している敷地内全ての建物を対象とします
敷地内に複数の建物がある場合は、敷地全体で使用実態があるか総合的に判断してください

問２ 当該家屋の現在の使用内容を教えてください（問１で①と回答した方のみご記入ください）

① 所有者や相続人等が居住している

② 他の方に貸していて居住者がいる

③ 自宅とは別に時々滞在するセカンドハウスとして利用している

④ 居住以外の用途として使用している ⇒ 用途（ ）
⑤ 店舗や事務所､倉庫等として主に事業等で使用している

⑥ その他 （ ）
⇒ 質問は以上です。返信用封筒に入れてご投函ください。

問３ 当該家屋が空き家になっている理由を教えてください

① 新居の取得や転居等により住まなくなった

② 転勤や入院等により⾧期間住人が不在となっている

③ 居住者がお亡くなりになった（相続等により取得した）

④ 借り手を募集している家屋､又は現在販売中の家屋である

⑤ 以前は店舗や事務所等として事業で使用していたが､現在は使用しなくなった

⑥ その他 （ ）

問４ 当該空き家の建物の状態を教えてください

① すぐに住居や事務所等として利用できる

② 多少の修繕は必要であるが､利用することが可能

③ 老朽化や破損のため､利用は難しい（利用するには大規模な修繕や改修が必要）

④ 相続が決まっていない等､権利の問題で利用できない

⑤ その他 （ ）

家屋所在地：下妻市〇〇〇××番地 （整理番号：００１）
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問５ 当該空き家は今後どのようにする予定ですか？

① 取り壊したい（取り壊す予定） ⇒ まだ取壊していない理由を教えてください

理由（ ）
② 所有者や相続人等が居住する予定（転勤や入院等で一時的に居住していない場合も含む）

③ 従来の用途とは別の用途で､自ら利用することを考えている

④ 他の者に貸したい

⑤ 売却したい

⑥ その他 （ ）

問６ 当該空き家にはどれくらいの頻度で訪れていますか？

① １～２週間に 1 回程度 ② 月に 1 回程度

③ 年に３～６回程度 ④ 年に１～２回程度

⑤ ほとんど訪れない ⑥ 全く訪れない

問７ 当該空き家の除草等の管理はどれくらいの頻度で実施していますか？

① １～２週間に 1 回程度 ② 月に 1 回程度

③ 年に３～６回程度 ④ 年に１～２回程度

⑤ ほとんど管理していない ⑥ 全く管理をしていない

問８ 当該空き家の所有者（又は管理している方）は､どちらに居住していますか？

① 空き家の所在地と同じ町域内

② 下妻市内

③ 茨城県内（市町村名： ）

④ 茨城県外（都道府県名： ）

※所有者とは別に空き家を管理する方がいる場合は、管理者の居住地でご回答ください

問９ 空き家のことで困っていることや市に要望することはありますか？自由にお書きください

以上でアンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。
※このアンケート結果は空き家対策以外の目的に使用することはありません。

（例）税金が高くなるので取り壊せない､借り手がいない､相続がまとまっていないなど
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